[bookmark: _Hlk223345048]様式第１号－１（別表第１欄の１の事業の場合）（第４条関係）

年度とっとり農林水産業女子が進める働き方改革推進事業計画書

１　事業の目的



２　事業の内容及び経費の配分
	補助事業名
	事業内容
	事業費
	補助対象経費
(算定基準額)
(A+B)
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	県
(A)
	その他
(B)
	

	


	
	円
	円
	円
	円
	

	[bookmark: _Hlk163574301]合計
	　　　　 円
	円
	円
	円
	




３　他の補助金等の活用の有無　
有　・　無　（いずれかに○をすること）
（注）「有」の場合は、活用する補助金等の名称、当該補助金に係る問合せ先（補助金等を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。





４　消費税の取扱い
一般課税事業者　・　簡易課税事業者　・　免税事業者　・　特定収入割合が５％を超えている公益法人等　・　仕入れ控除税額が明らかでない一般課税事業者
（いずれかに○をすること）


５　事業完了予定年月日



６　事業内容の詳細
	区分
	内　　　容

	１　事業実施主体
	　「　　　　　　　　　　　」　　　　構成人数　　　人（内　女性　　人）

	２　取組区分
	□環境改善　　　　　□技術取得　　　　　□経営力向上
□情報発信　　　　　□人材育成
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	３　事業内容
	背景と現状
	





	
	実施内容
	








	５　期待される成果
	





	６　補助金活用実績
	※過去に同様の補助金等を活用した場合は該当の年度を記載してください。
・今こそ農林水産業に女性の力を！自主参画推進事業費補助金（　　　年度、　年度）
・とっとり農林水産業女子による働き方改革推進事業費補助金（　　　年度、　年度）


※団体、グループの概要が分かる資料及び事業実施主体の組織構成に関する書類（別記様式１「事業実施主体の組織構成」）を添付すること。

代表者連絡先
	住　　所
	〒

	代表者名
	

	連絡先
	電話：　　　　　　　ファクシミリ：　　　　　　　E-mail：





（別記様式１）事業実施主体の組織校正

団体名：　　　　　　　　　　　　

１　構成員の詳細
	氏名
	男女
の別
	住所
（番地不要）
	主な経営
品目・規模
	家族経営協定締結状況
	認定農業者（連名）
の状況
	備考

	
	
	
	
	（締結済）
締結年月日
	（締結予定）
予定年月
	（認定者）
認定年月日
	（申請予定）
予定年月
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	代表者

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	構成員数：　名（うち女性　名、男性　名）




２　団体構成員の男女共同参画の取組状況
（単位：人）
	区　　分
	締結済・申請済
（人数）
	締結予定・申請予定
（人数）
	合計

	家族経営協定締結及び認定農業者（連名）の実人数（Ａ）
	女性
	
	
	

	
	男性
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	
	うち家族経営協定締結状況
（注）認定農業者（連名）と重複して可
	女性
	
	
	

	
	
	男性
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	

	
	うち認定農業者（連名）申請状況
（注）家族系恵協定締結と重複して可
	女性
	
	
	

	
	
	男性
	
	
	

	
	
	小計
	
	
	

	その他　（Ｂ）
	女性
	
	
	

	
	男性
	
	
	

	
	小計
	
	
	






様式第１号－２（別表第１欄の２の事業の場合）（第４条関係）

年度とっとり農林水産業女子が進める働き方改革推進事業計画書

１　事業の目的




２　事業の内容及び経費の配分
	補助事業名
	事業内容
	事業費
	補助対象経費
(算定基準額)
(A+B)
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	県
(A)
	その他
(B)
	

	


	
	円
	円
	円
	円
	

	[bookmark: _Hlk163574322]合計
	円
	円
	円
	円
	




３　他の補助金等の活用の有無　
有　・　無　（いずれかに○をすること）
（注）「有」の場合は、活用する補助金等の名称、当該補助金に係る問合せ先（補助金等を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。





４　消費税の取扱い
一般課税事業者　・　簡易課税事業者　・　免税事業者　・　特定収入割合が５％を超えている公益法人等　・　仕入れ控除税額が明らかでない一般課税事業者
（いずれかに○をすること）


５　事業完了予定年月日


６　事業内容の詳細
	区分
	内容

	１　事業主体要件
	□農林水産業者又は農林水産業に従事することが確実であると見込まれる者
（以下のいずれかに該当する者）
□家族経営協定締結者・□２年以内に家族経営協定締結予定者
  （協定締結年月日又は締結予定年月：　年　月　日（　年　月） ）
□認定農業者（連名）・□２年以内に認定農業者（連名）申請予定者
  （認定年月日又は申請年月：　年　月　日（　年　月） ）
□上記に該当しない場合（本事業の目的に沿う取組を具体的に記載すること）




□暴力団員でない

	２　取得しようとする技術・資格等
	

	３　取得の目的
	

	４　取得するための方法
	□試験の受験のみ
□通学による事前講習の受講及び試験の受験
□通信教育による事前講習の受講及び試験の受験
□講習会等の受講（修了試験等がない場合）
□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

	５　申請者の現在の農林水産業の課題
	

	６　本補助金を活用した場合の課題解決及び成果
	


※１　取得しようとする技術・資格等の内容（パンフレット、応募チラシ等）の分かる資料を添付すること。
[bookmark: _Hlk222904555]２　事業主体が家族経営協定締結者又は認定農業者（連名認知者）の申請者である場合は、協定書、申請書（認定書でも可）の写しを添付すること。なお、認定農業者（連名認定者）のうち、農業法人の構成員（役員）である場合は、要件を満たしていることが分かる資料を添付すること。


申請者連絡先等
	住所
	〒

	氏名
	

	連絡先
	電話：　　　　　　ファクシミリ：　　　　　　E-mail：

	
申請者が属する経営体等
	1 経営体の名称（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	②申請者の属性（いずれかにチェック）
□経営者(法人代表含む) ・ □法人構成員(法人代表以外) ・ □専従者 ・ □従業員 ・
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（注）申請者が属する経営体等の②の「その他」は、予定の場合等を含め、具体的に記載すること。


様式第１号－３（別表第１欄の３の(１)の事業の場合）（第４条関係）

　　　　年度とっとり農林水産業女子が進める働き方改革推進事業計画書

１　事業の目的




２　事業の内容及び経費の配分
	補助事業名
	事業内容
	事業費
	補助対象経費
(算定基準額)
(A+B)
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	県
(A)
	その他
(B)
	

	


	
	円
	円
	円
	円
	

	合計
	円
	円
	円
	円
	




３　他の補助金等の活用の有無
有　・　無　（いずれかに○をすること）
（注）「有」の場合は、活用する補助金等の名称、当該補助金に係る問合せ先（補助金等を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。





４　消費税の取扱い
一般課税事業者　・　簡易課税事業者　・　免税事業者　・　特定収入割合が５％を超えている公益法人等　・　仕入れ控除税額が明らかでない一般課税事業者
（いずれかに○をすること）


５　事業完了予定年月日



６　事業内容の詳細
	区分
	内容

	１　事業主体要件
	□女性が働きやすい就労環境を目指す者（ただし、法人を除く。）で、常時３名以上雇用し、そのうち半数以上を女性が占める次の農業者
□家族経営協定締結者・□２年以内に家族経営協定締結予定者
　（協定締結年月日又は締結予定年月：　年　月　日（　年　月） ）
□上記に該当しない場合（本事業の目的に沿う取組を具体的に記載すること）




[bookmark: _Hlk223344734]□暴力団員でない

	２　経営状況
	１　経営品目

２　経営規模

３　従業員数　　　名（うち女性従業員数　　名）

４　申請者の現在の課題

５　本補助金を活用した場合の課題解決と成果


	３　職場環境改善の内容
	



※１　施設、設備の詳細が分かる資料（カタログ、仕様書、図面等）を添付すること。
２　別記様式２の従業員名簿を添付すること。
３　事業主体が家族経営協定締結者である場合は、協定書の写しを添付すること。

７　法令、規則等に基づく手続
（１）施設、設備等を整備する所在地及び地目
（所在地）　　　　　　　　　（地目）
（２）農地法、農業振興地域に関する法律、建設基準法、その他の法令、規則等に基づく手続きの必要性
の有無　
有　・　無　（いずれかに○）
（３）手続が必要な法令、規則等がある場合、その法令等の名称、内容、手続（許認可、届け出等）等
	法令等の名称
	手続きの内容
	手続きの方法
(注1)
	手続きの結果
(注2)

	
	
	
	


（注１）許可、認可、届け出等の手続の方法を記載
（注２）届け出の場合は記載不要

申請者連絡先
	住所
	〒

	氏名
	

	連絡先
	電話：　　　　　　ファクシミリ：　　　　　　E-mail：


（別記様式２）従業員名簿
１　申請者の農業経営における農作業期間等
	作物・品目の名称
	農作業期間(注)
	全作物・品目の農作業期間(注)

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（注）農作業期間は、栽培にかかる作業(準備、片付け含む)、出荷販売の期間でよい。
（農業機械のメンテナンス等のみであり、栽培にかかる作業や出荷販売が無い期間を除くことができる。）

２　従業員名簿
	氏名
	男･女
の別
	住所
	常時雇用・
パート雇用の別
	雇用期間(注2)

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注１）雇用する全従業員を記載すること
（注２）雇用期間は、原則、直近１年間の実態を記入すること。なお、１年未満の者は雇用契約等による見込みでよい。


様式第１号－４（別表第１欄の３の(２)の事業の場合）（第４条関係）

　　年度とっとり農林水産業女子が進める働き方改革推進事業計画書

１　事業の目的



２　事業の内容及び経費の配分
	補助事業名
	事業内容
	事業費
	補助対象経費
(算定基準額)
(A+B)
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	県
(A)
	その他
(B)
	

	


	
	円
	円
	円
	円
	

	合計
	円
	円
	円
	円
	




３　他の補助金等の活用の有無　
有　・　無　（いずれかに○をすること）
（注）「有」の場合は、活用する補助金等の名称、当該補助金に係る問合せ先（補助金等を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。





４　消費税の取扱い
一般課税事業者　・　簡易課税事業者　・　免税事業者　・　特定収入割合が５％を超えている公益法人等　・　仕入れ控除税額が明らかでない一般課税事業者
（いずれかに○をすること）


５　事業完了予定年月日



６　事業内容の詳細
	区分
	内容

	１　事業主体要件
	□農林水産業に現に従事している女性（以下のいずれかに該当する者）
□認定農業者（連名認定者を含む。）
　（認定年月日：　年　月　日）
□認定新規就農者
　（認定年月日：　年　月　日）
□家族経営協定締結者・□２年以内に家族経営協定締結予定者
　（協定締結年月日又は締結予定年月：　年　月　日（　年　月） ）
□上記に該当しない場合（本事業の目的に沿う取組を具体的に記載すること）




□暴力団員でない

	２　導入する装具・器具
	

	３　導入する装具・器具の用途、目的
	

	４　申請者の就労環境に対する課題
	

	５　本補助金を活用した場合の課題解決及び成果
	


※１　導入しようとする装具・器具の内容の分かる資料を添付すること。
２　事業主体が、認定農業者（連名認定者）、認定新規就農者、家族経営協定締結者の場合は、認定書又は協定書の写しを添付すること。なお、認定農業者（連名認定者）のうち、農業法人の構成員（役員）である場合は、要件を満たしていることが分かる資料を添付すること。

申請者連絡先
	住所
	〒

	氏名
	

	連絡先
	電話：　　　　　　ファクシミリ：　　　　　　E-mail：




